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第１章 計画の背景と目的 

１．計画策定の背景 

愛知県では、2006 年（平成 18 年）に施行された「住生活基本法」に基づく都道府県

計画を同年度に策定し、５年後の 2011 年（平成 23 年）には住生活基本計画（全国計

画）の見直しにあわせて計画の見直しを行い、社会経済情勢の変化に対応しながら住

まい・まちづくりに関する取組を推進してきました。 

現行計画である「愛知県住生活基本計画 2020」の策定から約５年が経過し、全国的

な人口減少・超高齢社会の本格化や、住宅ストックの増大、大規模自然災害の切迫が

一層大きな課題として認識される一方、2027 年の品川－名古屋間開業に向けたリニア

中央新幹線着工と関連するまちづくりへの期待の高まりなど、住まい・まちづくりを

取り巻く環境は大きく変化しています。また、これらを踏まえて、「あいちビジョン 2020」

や「愛知県地域強靭化計画」等の関連計画が策定されています。 

国においては、2015 年（平成 27 年）2 月に「空家等対策の推進に関する特別措置法」

が施行され、地域に外部不経済をもたらすような腐朽空き家等を「特定空家等」とし、

市町村による空き家への立入調査や指導、勧告、命令、行政代執行などが行えるよう

になりました。2014 年（平成 26 年）6 月には「地域における医療及び介護の総合的な

確保を推進するための関係法律の整備等に関する法律」が成立し、高度急性期から在

宅医療・介護までの一連のサービスを地域で総合的に確保するために、地域包括ケア

システムの構築などが求められています。また、2016 年（平成 28 年）3 月には「住生

活基本計画（全国計画）」の改定が行われたところです。 

今般、今後の住まい・まちづくりにおけるこのような状況の変化に対応するため、「愛

知県住生活基本計画」を改定するものです。 

 
２．計画の目的 

「住まい」は家族と暮らし、人を育て、憩い安らぎを得るかけがえのない空間とし

て、また、人々の社会生活やコミュニティ活動を支える拠点として、県民の生活に欠

かすことができない基盤となっています。また、都市やまちなみ景観を構成し、まち

の活力・安全・環境・福祉・文化などに関連し、豊かな地域社会を形成する上での重

要な要素でもあります。このように「住まい」が集まって形づくられる「まち」は、

個人のそれぞれの生活を紡ぎ出し、より豊かな暮らしを実現していく場となっていま

す。 

本計画は、県民生活の安定向上と社会福祉の増進を図るとともに、県民経済の健全

な発展に寄与するため、住生活の安定の確保及び向上の促進に関して、「住まい」だけ

でなく、「まち」づくりを含めた施策を対象とし、住まい手の意識に働きかけ、良質で

良好な住宅・住環境の整備を進めるとともに、これらを守り育て、さらには地域の良

好なコミュニティ形成を促していくことを目的とします。 
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また、住まい・まちづくりは、行政のみで取り組まれるものでなく、住まい手であ

る県民、住宅の供給・管理などに関わる事業者、NPO をはじめとする様々な関係団体及

び県をはじめとする行政・公的団体の全てが連携・協調することにより行われること

が必要です。 

そこで、本計画では、愛知県におけるこれからの住まいとまちの将来像及び目標な

どを示すことで、これらを県民や事業者、NPO、住民団体、行政・公的団体などと共有

し、その実現に向けた連携による取組の指針となることを目指します。 

 
３．計画の位置づけ 

本計画は、住生活基本法第 17 条に基づき、愛知県における県民の住生活の安定の確

保及び向上の促進に関する基本的な計画として、国の定める「住生活基本計画（全国

計画）」に即して定めるものです。 

また、本計画は「あいちビジョン 2020」、「愛知県地域強靱化計画」及び「まち・ひ

と・しごと創生総合戦略」等における住まい・まちづくり分野の具体的な方針を定め

る個別計画であり、公的賃貸住宅やその他県内の住宅に関連する各種計画の上位計画

になるものです。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【県の上位関連計画】 
・あいちビジョン２０２０ 
・愛知県地域強靱化計画 

（地震対策アクションプラン） 
・まち・ひと・しごと創生総合戦略 

「住生活基本法」に基づく都道府県計画

 

愛知県住生活基本計画 
２０２５ 

【建築関係の関連計画】 

・あいち減災プラン 

・愛知県高齢者居住安定確保計画 

・愛知県建築安全安心マネジメント計画 

建設部方針２０２０

住まい・まちづくり分野の具体的方針を定める

住生活基本計画 

（全国計画） 

即して定める 
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４．計画の期間 

本計画の計画期間は、国の定める全国計画に即して 2016 年度（平成 28 年度）から

2025 年度（平成 37 年度）までの 10 年間とします。 

なお、社会経済情勢の変化や施策の進捗状況、関連計画・政策との整合性などを踏

まえ、定期的に評価・分析を行い、その後の住まい・まちづくり施策へと反映するた

め、概ね５年程度で見直しを行うものとします。 

 

５．計画の構成 

第１章 計画の背景と目的 

本計画の背景、目的、位置付け及び計画期間を定めています。 
第２章 住まい・まちづくりの現状と変化 

本計画の背景となる住まい・まちづくりを取り巻く社会経済情勢などの現状と変

化を整理しています。 
第３章 住まい・まちづくりの将来像と基本的な方針 

第２章で整理した現状から、本県におけるこれからの住まいとまちの目指すべき

将来像とその実現のための課題を整理し、住まい・まちづくりの基本的な方針を定

めています。 
第４章 住まい・まちづくりの将来像実現に向けた目標と施策の展開 

第３章の将来像を実現するための目標を３つの施策の方向性ごとに示し、あわせ

て目標を達成するための基本的な施策及び目標の達成を計るための成果指標を示し

ています。 
第５章 計画の効果的な推進に向けて 

本計画の推進を担うそれぞれの主体の参加と共同による推進体制のあり方につい

て整理するとともに、本計画の継続的なモニタリングに向けた留意事項などを整理

しています。 
第６章 住宅の供給等及び住宅地の供給を重点的に図るべき地域 

住宅の供給等及び住宅の供給を重点的に図るべき地域について、基本的な考え方

を示し、重点供給地域を設定しています。 
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第２章 住まい・まちづくりの現状と変化 

１．人口・世帯数の推移と将来推計 

（１）人口の推移 

わが国の人口は、2004 年（平成 16 年）をピークに減少に転じています。一方、愛知

県の人口はこれまで増加を続けてきましたが、今後は減少傾向に転じると推計されて

います。 

そのような流れに歯止めをかけるために、「愛知県人口ビジョン・まち・ひと・しご

と創生総合戦略」では、2060 年までの愛知県の人口シミュレーションを２通り行って

おり、前提条件は以下のようになっています。 

 

 
 

愛知県では、ケース②を本県が活力を維持していく上での人口の目安とし、結婚、

出産、子育てに関する支援や、産業振興、雇用の場の創出など、様々な施策を講じる

ことによって、これに近づけていくことを目指しています。 
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図表 1 本県人口の将来推計（総人口）  

 

 

 
図表 2 本県人口の将来推計（年齢 3 区分別） 

ケース① ※（）内は高齢化率 

 

 

  
出典：愛知県人口ビジョン・まち・ひと・しごと創生総合戦略  

出典：愛知県人口ビジョン・まち・ひと・しごと創生総合戦略  
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図表 3 本県人口の将来推計（年齢 3 区分別）  
ケース② ※（）内は高齢化率 

 

出典：愛知県人口ビジョン・まち・ひと・しごと創生総合戦略  

 
 
（２）世帯数の推移と将来推計 

愛知県の一般世帯数は、今後もしばらく増加傾向が続き、2025 年（平成 37 年）をピ

ークに減少に転じると推計されています。また、愛知県の一般世帯 1 世帯当たり人員

は減少傾向にあり、1995 年（平成 7 年）に 3.0 人を下回り、2015 年（平成 27 年）集

計分については 2.5 人以下になると推計されています。 

世帯類型別では、これまで「夫婦と子」の核家族世帯が最も多くを占めましたが、

近年、単独世帯が特に大きく増加し、2010 年（平成 22 年）には最も多い世帯類型とな

るなど、今後、さらに世帯類型が大きく変化することが見込まれています。 
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図表 4 愛知県の一般世帯数および世帯あたり人員の推移及び将来推計  

 
出典：国勢調査、国立社会保障・人口問題研究所「日本の都道府県別将来推計人口（平成 25 年 3 月推計）」、 

「日本の世帯数の将来推計（都道府県別推計）（平成 26 年 4 月推計）」 

 
図表 5 愛知県の世帯類型別推移及び将来推計  

 
出典：国勢調査、 

国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計（都道府県別推計）（平成 26 年 4 月推計）」 

 
 
（３）出生率等の推移 

愛知県の合計特殊出生率は 2014 年（平成 26 年）には 1.46 と、横這いとなっていま

す。 

市町村別に市町村別合計特殊出生率をみると、1.80 以上の自治体が４つある一方で、

名古屋市各区では軒並み低い値となっています。また、西三河地域を中心に多くの自

治体で 2030 年頃までは人口の増加が予測されていますが、東三河山間部等では 2020

年からの人口減少が予測されています。  
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図表 6 自然増減数、合計特殊出生率の推移  

 
出典：愛知県人口ビジョン・まち・ひと・しごと創生総合戦略 

出所：厚生労働省「人口動態統計」（2014 年は概数） 

 
図表 7 市町村別合計特殊出生率  

 
出典：愛知県人口ビジョン・まち・ひと・しごと創生総合戦略  

出所：厚生労働省「2008 年～2012 年人口動態保健所・市区町村別統計の概況」  
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図表 8 市町村別将来人口推計（2010 年を 100 とした比較）  

 
出典：愛知県人口ビジョン・まち・ひと・しごと創生総合戦略 

出所：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」（2013.3 推計） 
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図表 9 地域別の人口増減（2010 年を 100 とした場合）  
 

 
 

出典：愛知県人口ビジョン・まち・ひと・しごと創生総合戦略  

出所：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」（2013.3 推計） 
 
（４）高齢者人口・世帯数の推移と将来推計 

今後も高齢化の進行が予測される中、高齢者単身・夫婦のみ世帯の増加が著しく、

介護サービス利用者も増加すると予測されます。 
市町村別の高齢者人口比率は、東三河の山間部において特に高くなると予測されて

います。 
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図表 10 高齢者世帯数（世帯主が 65 歳以上の世帯）の将来推計  
【愛知県】                【全国】 

 

 
出典：国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計（都道府県別推計）（平成 26 年 4 月推計）」、  
「日本の世帯数の将来推計（全国推計）（平成 25 年 1 月推計）をもとに作成  

 
図表 11 愛知県の高齢者世帯数（世帯主が 65 歳以上の世帯）の将来推計  

 
出典：国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計（都道府県別推計）（平成 26 年 4 月推計）」 

をもとに作成 
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３．部門別エネルギー消費の推移 

全国的にみて、住宅部門の最終エネルギー消費は増加傾向にあります。京都議定書

の基準年度である 1990 年度（平成 2 年度）と比較すると、家庭部門では 28.2％の増加

となっていることから、住宅構造の改善や省エネルギー化などによる世帯当たりのエ

ネルギー消費量の低減が急務となっています。 

日本は、ＣＯＰ21（国連気候変動枠組条約第 21 回締約国会議）に約束草案を提出し

ており、2030 年度の CO2 排出量を 2013 年度比▲26.0%とすることを表明しています。

排出量の増加している家庭部門で約 39%の削減が必要であるとしています。 

 
図表 16 部門別二酸化炭素排出量の推移  

 
※エネルギー転換とは、輸入ないし生産されたエネルギー源をより使いやすい形態に転換する工程であり、発電、

石油精製、コークス類製造、都市ガスの自家消費などが含まれる。 

資料：愛知県「愛知県における温室効果ガス排出量」 
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４．地域コミュニティの希薄化 

過去１年間の地域活動への参加経験は年々減少しており、平成 25 年度県政世論調査

では、38.8％が「参加したものはない」としており、地域のコミュニティ形成の機会

が失われつつあります。 

 

図表 17 地域活動の参加経験（住まいの地域における過去１年間の仕事以外での活動）  

 
注）調査対象：県内居住の 20 歳以上の男女、標本数：3,000 人（無作為抽出） 

出典：愛知県「県政世論調査」 

 
５．住宅ストックの状況 

（１）ゆとりのある住環境 

愛知県は、他の大都市圏と比較して戸建て住宅の割合が高く、住戸の面積も誘導居

住水準面積以上の比率が過半を占め、ゆとりのある住戸面積を有しています。 
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図表 18 建て方別住宅数の比較【三大都市圏・愛知県】   

 
注）中京大都市圏：中心市の名古屋市と周辺市町村（愛知県・岐阜県・三重県の一部） 

関東大都市圏：中心市の東京都特別区、さいたま市、千葉市、横浜市、川崎市と周辺市町村（茨城県・ 

栃木県・群馬県・埼玉県・千葉県・東京都・神奈川県・山梨県・静岡県の一部） 

近畿大都市圏：中心市の大阪市、堺市、京都市、神戸市と周辺市町村（三重県・滋賀県・京都府・大阪府・ 

兵庫県・奈良県・和歌山県の一部） 

出典：平成 25 年住宅・土地統計調査 

※中京大都市圏、関東大都市圏、近畿大都市圏は確報値 

 
 

図表 19 居住面積水準の比較【三大都市圏】  

 
注）中京大都市圏：中心市の名古屋市と周辺市町村（愛知県・岐阜県・三重県の一部） 

関東大都市圏：中心市の東京都特別区、さいたま市、千葉市、横浜市、川崎市と周辺市町村（茨城県・栃木県・群馬県・

埼玉県・千葉県・東京都・神奈川県・山梨県・静岡県の一部） 

近畿大都市圏：中心市の大阪市、堺市、京都市、神戸市と周辺市町村（三重県・滋賀県・京都府・大阪府・兵庫県・奈良

県・和歌山県の一部） 

出典：平成 25 年住宅・土地統計調査 
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（２）充足する住宅ストック 

着実に増加する住宅ストックとともに、一世帯あたりの住宅数も 2013 年には過去最

高の 1.140（戸／世帯）となっています。 

また、公的賃貸住宅や給与住宅ストック数は平成 20 年からの５年間で減少していま

すが、持ち家と民営借家は平成 10 年から増加を続けています。 

 
図表 20 世帯数及び総住宅数（ストック数）の推移【愛知県】  

 
資料：各年の住宅・土地統計調査  

 
図表 21 所有関係別住宅ストックの推移  

 

資料：各年の住宅・土地統計調査 
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（３）マンションの老朽化 

分譲マンションの新規供給戸数は、1994 年をピークに減少傾向にありますが、今後

は築後 30 年以上を経過するなど、使用期間の長い老朽化したマンションが増加してい

くことが予測されます。 

図表 22 分譲マンションのストック戸数の推移（～2013 年度）  

 
注）1976 年以前は住宅・土地統計調査によるストック戸数、1977 年以降は建築統計年報、住宅着工統計による着

工戸数 

出典：各年の住宅・土地統計調査、建築統計年報、住宅着工統計 

 
６．空き家の増加 

住宅ストックが増加する一方で、空き家の数も年々増加しています。特に、別荘や

賃貸用、売却用ではない「その他の住宅」は、2013 年には 1998 年から約２倍に増加し

ています。それに伴って、本県の空き家率も全国平均と比較すると低い値ではあるも

のの、2013 年には過去最高の 12.3％となっています。 

市区町村別では、６市区町で空き家率が 15％を超え、空き家率の高い地域に偏りが

みられます。 

図表 23 空き家の類型別推移（愛知県）  

 
出典：各年の住宅・土地統計調査をもとに作成  
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図表 24 市区町別の空き家率  

 

 
注）人口 15,000 人未満の町村については、データなし 

注）空き家率＝空き家数／住宅総数 

出典：平成 25 年住宅・土地統計調査 
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第３章 住まい・まちづくりの基本的な方針 

１．愛知県における住まいとまちの将来像と課題 

（１）住まいとまちの将来像 

第２章で整理した現状から、本県におけるこれからの住まいとまちの目指すべき

将来像を以下のとおり定め、将来像を実現するための課題を示します。 
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（２）将来像実現のための課題 

 
○ 命が守られ、県民の誰もが安心して暮らしている 

 
① 大規模な災害に強い住まい・まちづくり 

○ 大規模自然災害に備えた耐震化 
・ 今後発生が予想される南海トラフ地震に対応した住宅や建築物の耐震化 
・ 大規模災害時や火災時に著しく危険な密集市街地の改善 
・ 超高層建築物等における長周期地震動対策 
・ 大規模災害時における避難路や避難所を確保するための沿道建築物の耐震化 
・ 尾張地域や三河湾沿岸部に拡がる海抜ゼロメートル地帯への対応 
・ 地域の安全・安心を支える人材の確保 
・ 災害時に必要な建築技術者の人材確保 
・ 省エネ改修などと併せた耐震改修による相乗効果促進 
○ 災害発生後の迅速な復興 
・ 民間企業等との連携による既存ストックの活用を含めた応急仮設住宅の迅速な供

給 
・ 大規模災害発生後の被災住宅や宅地の危険度判定体制の整備・充実 
・ 首都直下地震が発生した場合の首都圏からの避難民受入住居の確保 

② 高齢者・障害者などが暮らしやすい居住環境の整備 

・ 多様化する高齢者の住まい方に関する選択支援 
・ 介護サービスを受けながら住み慣れた地域で住み続けることができる体制づくり 
・ サービス付き高齢者向け住宅の質の確保 
・ 新築及び既存の戸建て住宅や民間賃貸住宅におけるバリアフリー改修促進 
・ 「人にやさしい街づくり」の推進 

③ 低額所得者など住宅の確保に配慮を要する人たちの住まいの確保 

○ 公営住宅の適切な管理と供給 
・ 将来的な世帯減少等を考慮した公営住宅の建替えや修繕による建物の長寿命化 
・ 将来の世帯減少や世帯形態の変化も見据えた公営住宅の入居資格者基準の検討 
・ 居住者の高齢化が進む中での自治会活動の維持 
・ 若年世帯や子育て世帯の入居などによるソーシャルミックス及び市町村の関係部

署との連携構築 
・ 公営住宅ストックを活用した福祉拠点の導入 
○ 民間賃貸住宅における入居の円滑化 
・ 自力で適正な居住水準を確保できない世帯に対する民間賃貸住宅ストックの有効

活用 
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○ ライフステージごとのニーズに応じた良質な住まいを誰もが確保できている 

 
① 資産として継承できる良質な住宅の増加 

○ 長く使える良質な住宅の供給 
・ 長期にわたり使える住宅の実現 
・ 建築規制の的確な運用を図る指導・監督などの体制の維持・向上 
○ 地域の住宅生産者の育成と地域材を生かす 
・ 良質な県産材の持続的な供給を図るための取組 
・ 地域で生産される各種建材や住宅設備機器などの住宅資材を活かした住まいづく

り 
○ 防犯性の高い住まい・まちづくり 
・ 住宅への侵入が困難な防犯性能に優れた住まいの整備及び犯罪を誘発する要因を

取り除いたまちづくりの促進 
② 既存住宅が円滑に流通する環境の実現 

○ リフォーム・リノベーション市場の活性化 
・ 正確な情報を必要な時に的確に入手できるような情報提供体制の整備・構築 
○ 分譲マンションの適切な管理と再生の促進 
・ 定期的な点検と計画的な修繕による長期的な建物の維持 
○ 住まいが円滑に流通する環境の整備 
・ 住宅の資産価値の維持・向上及び住宅金融をはじめ既存住宅市場を支える環境の整

備・育成 
③ 地域の特性に応じた空き家の活用と除却 

・ 建物の状態ごとのストック戸数など空き家の実態把握 
・ 築年数や付帯設備、立地などの特性に応じた空き家の有効活用 
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○ リニア開業を見据え、国内外から人を惹きつける魅力あるまちが広がっている 

 
① ゆとりある住環境や豊かな自然環境を生かした住まい・まちづくり 

○ 自然豊かでゆとりある住環境を生かす 
・ 親と子の住まい方としての同居・近居促進 
・ 親世帯と子世帯の同居・近居割合が高くゆとりある居住環境を生かした住まい・ま

ちづくり 
・ 結婚・出産を希望する若年世帯・子育て世帯におけるそれぞれの居住ニーズに応じ

た住まいの確保 
○ 環境にやさしく、暮らし続けられる住まい・まちづくり 
・ 住宅・建築物の省エネ性能向上 
・ 直接効果だけでなく断熱性向上による健康寿命増進など、省エネの間接効果も含め

た普及促進 
・ 建設から維持・管理、解体までの住宅のライフサイクルを通じた建設資材の循環利用 

② 良好な市街地整備 

○ リニア開業を見据えた良好な市街地の整備 
・ リニア中央新幹線の開業による効果を享受するための地域特性や将来人口動向を

見据えた中長期的な取組 
・ まちなかエリアへの居住ニーズに応えるための再開発などによる良好な居住環境

整備 
・ 地域活力が衰退している郊外住宅地への新たなまちづくりの対応 
○ 地域が主体となって進めるまちづくり 
・ 地域の担い手の育成・確保 
・ 地域の歴史や文化・伝統を生かしたまちづくり 
・ 多様化するニーズや地域固有の課題など地域の実情・特性に合わせた取組推進 
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２．住まい・まちづくりの基本的な方針 

将来像の実現のため、住まい・まちづくりの基本的な方針として以下の３つの観

点から８つの目標を定めます。 
 

 
 

 

 
■目標１ 切迫する南海トラフ地震などに備える住まい・まちづくり 

（１）地震等の災害に強い住まい・まちづくり 
（２）大規模災害発生後の復興体制づくり 

■目標２ 高齢者などが自立して暮らすことができる居住環境の実現 

（１）高齢者・障害者等が暮らしやすい居住環境の整備 
■目標３ 住宅の確保に特に配慮を要する者の居住の安定の確保 

（１）公営住宅の適切な管理と供給 
（２）民間賃貸住宅における入居円滑化の推進 

 

■目標４ 世代をつないで使える良質な住まいの供給 

（１）資産として継承できる良質な住宅の供給 
（２）地域の住宅生産者の育成と地域材を活かした住まいづくり 
（３）防犯性の高い住まい・まちづくり 

■目標５ リフォームなどの推進による良質な住宅ストックの形成と流通促進 

（１）リフォーム・リノベーションの推進 
（２）分譲マンションの適切な管理と再生の促進 
（３）住まいが円滑に流通する環境の整備 

■目標６ 地域を生かす空き家の利活用の推進 

（１）地域の特性に応じた空き家の活用・除却 

 
■目標７ あいちの強みを生かした豊かな住まい・まちづくり 

（１）ゆとりある住環境を生かした若年世帯を応援する住まい・まちづくり 
（２）環境に配慮した持続可能な住まい・まちづくり 

■目標８ リニア開業を見据えた人を惹きつける住まい・まちづくり 

（１）良好な市街地整備の推進 
（２）地域が主体となって進めるまちづくり 

 

住まい・まちづくりの基本的な方針  
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３．計画の推進体制 

「２．住まい・まちづくりの基本的な方針」のもと、県民、地域団体、住宅関連

事業者、公的団体及び行政など関係する各主体が、相互に連携し、それぞれ主体的

に活動を実施することで、住まい・まちづくりの将来像の実現を目指します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

地域団体 

（自治会） 

住宅関連

事業者 

建築関係

団体 

住宅供給

公社・UR 

「安全・安心」に暮らす 

住まいを「未来」へつなぐ 

あいちの「魅力」を高める 

ＮＰＯ 

県 民 

住宅金融

支援機構 

行政 

愛知県・市町村 

住まい・まちづくりの将来像の実現 

住まい・まちづくりの 

基本的な方針 
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第４章 住まい・まちづくりの将来像実現に向けた目標と施策の展開 

 
「安全・安心」に暮らす 

 
■目標１ 切迫する南海トラフ地震などに備える住まい・まちづくり 

南海トラフ地震をはじめ、頻発化、激甚化が予想される自然災害に対して、県民の

命・財産を守り、安全を確保するための施策を以下のとおり進めます。 
 
(1) 地震などの災害に強い住まい・まちづくり 

●住まいの耐震化・減災化の促進 

・ 「愛知県地域強靭化計画」に基づく既存住宅の耐震化促進 
・ 新たに新耐震基準を満たす住宅への建替えや、耐震性が確保されていない空き家の

除却促進方策について検討 
・ 工期や工事費の面等で耐震改修が困難な住宅について、段階的な耐震改修工事や耐

震シェルター・耐震ベッドの設置に対する支援 
・ 地域主体による家具の転倒防止の取組み推進 
 
●産学官連携による耐震改修工法の普及及び人材育成 
・ 愛知建築地震災害軽減システム研究協議会や愛知県建築物地震対策推進協議会の

活動を通じ、低コストで効率的かつ効果的な耐震改修工法の開発と普及・啓発 
・ 耐震化アドバイザーの養成など耐震化の促進に向けた人材を育成 

 
●超高層建築物等における長周期地震動対策 
・ 建築主等に対する超高層建築物等の長周期地振動における対策方法及び補助事業

の周知 
・ 構造技術者に対する技術的な相談体制の整備 

 
●防災上重要な建築物等の耐震化促進 
・ 災害時の避難所となる施設や、緊急輸送道路及び避難路沿いにあって倒壊などによ

り道路を閉塞するおそれのある建築物の耐震改修促進 
 
●密集市街地の解消 
・ 密集市街地における建築物の耐震性向上、防火性能の向上、空地の確保、狭あい道

路の解消 
 
●浸水被害・土砂災害の危険がある地区への対応 
・ 市町村において洪水や高潮、土砂崩れなどの災害に危険な地区を把握し、住まい手

に対して適切に情報提供 
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・ 液状化等の危険性の周知にあわせ、住宅における対策方法などに関する情報提供を

推進 
・ 住まい手自身が浸水被害・土砂災害の危険度を把握し、発災時に自ら安全な行動が

取れるよう、訓練の実施や啓発活動を支援 
・ がけ地近接等危険住宅移転補助事業等の実施により、建築物の敷地についての安全

対策を推進 
 
●地域での防災に関する取組 
・ 地域単位での耐震診断・耐震改修工事の実施や地震に強い家づくり・液状化対策に

ついて、耐震診断ローラー作戦や耐震出前講座の実施等による啓発 
・ ハザードマップを活用した揺れの大きさや液状化危険度、津波などの危険度周知を

図る取組を促進 
 

●減災と環境の相乗的な取組の促進 
・ 家庭から排出される CO2 をさらに削減するとともに、災害時にも電力を確保できる

よう、住宅用太陽光発電施設、HEMS（家庭用エネルギー管理システム）、燃料電池、

蓄電池、電気自動車等充給電設備といった、住宅用地球温暖化対策設備の導入促進  
・ 住宅用地球温暖化対策設備の導入による省エネ改修と、あわせて建物の耐震改修を

行うことで、費用や工期等の面でメリットがあることなどを周知 
 
●災害時に必要な建築技術者の人材育成 
・ 本県の建設技術研修による、県及び市町村等職員の技術力の維持・向上 

 
(2) 大規模災害発生後の復興体制づくり 

●災害時の復旧に向けた取組 

・ 被災建築物応急危険度判定士及び被災宅地危険度判定士を養成し、市町村への派遣

を支援 
 
●被災後の住宅復興に関する取組 
・ 大規模地震発生後の迅速な復旧・復興を目指し、復興体制の整備、震災後復旧マニ

ュアルの充実に取り組むほか、震災後、早期に復興に向けた方針を示すための復興

ビジョンの策定等を実施し、事前復興、復興方針・体制づくりを推進 
・ 大規模地震発生後の迅速な復旧・復興を目指した応急的な住宅の確保等の対策に加

え、被災住宅の応急修理に係る体制の整備等の取組を推進 
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■成果指標 

指標 現状値 目標値 

住宅の耐震性確保 

新耐震基準（昭和 56 年基準）と同程度以上の耐震性を有す

る住宅ストックの比率 

86％ 

（H25） 

耐震性を有しない 
住宅ストックを 

概ね解消 

(95%(H32)) 

災害時の円滑な復旧に向けた取組 

災害時における被災住宅の応急修理に関する協定の締結団

体数 

13 団体 

（H27） 

増加 

（H37） 
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■目標２ 高齢者などが自立して暮らすことができる居住環境の実現 

高齢者や障害者などが住み慣れた地域で安心して暮らせるための施策は以下のとお

りです。 
 
(1) 高齢者・障害者等が暮らしやすい居住環境の整備 

●高齢者向け住宅の供給促進 
・ 「愛知県高齢者居住安定確保計画」に基づくサービス付き高齢者向け住宅の供給等

を促進 
・ サービス付き高齢者向け住宅の登録物件について、福祉部局と情報の共有化を図り、

それぞれの所管法令に基づく指導・監督を適切に実施 
・ 公営住宅における「シルバーハウジング」の供給を推進するとともに、市町村の見

守り対策などと連携したシルバーハウジングの弾力的な運用 
 

●高齢者の身体機能や認知機能等の状況に応じた住まい方の選択支援 
・ 多様化する高齢者の住まい方について、「介護保険高齢者福祉ガイドブック」の活

用を図る等、県民への分かりやすい周知 
・ 高齢者の住宅資産を活用した居住の安定確保に資する制度や、一般社団法人移住・

住みかえ支援機構による住替支援事業等の普及・啓発 
・ 独立行政法人住宅金融支援機構をはじめとした金融機関との連携による、持家を所

有する高齢者が持家を手放すことなく収入を確保することができるリバースモー

ゲージ制度等の周知 
 
●高齢者・障害者等の地域での暮らしを支える仕組みづくり 
・ 公的賃貸住宅団地に整備される集会所を高齢者サロンや生活支援活動などの場と

して活用できるよう情報提供 
・ 公営住宅をグループホームとして活用できるよう情報提供するとともに、既存の戸

建て住宅を活用したグループホームの供給促進に努めるなど、地域生活を支える仕

組みづくりを推進 
・ 「愛知県居住支援協議会」において、居住支援に関する情報を県内市町村及び関連

団体等で共有・協議し、住宅確保要配慮者及び民間賃貸住宅の賃貸人の双方に対し

必要な支援を実施 
 
●住まいのバリアフリー改修の促進 
・ 「あいちすまいるフェア」などの催事イベントや、優秀なリフォーム事例の表彰な

ど、住まい手の意識啓発に向けた取組を推進 
・ 市町村における住宅リフォーム相談窓口の設置 
・ 愛知ゆとりある住まい推進協議会による住まい手サポーター制度の普及による相

談体制の充実 
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・ バリアフリー改修促進税制、介護保険の住宅改修費、市町村における独自の補助制

度等を周知し、既存住宅のバリアフリー化を促進するための取組を推進 
・ 既存民間賃貸住宅における空き家を活用した住宅確保要配慮者向け住まいのバリ

アフリー改修補助事業への参画 
 
●人にやさしい街づくりの推進 
・ 「人にやさしい街づくりの推進に関する条例」に基づく届出に対する指導・助言の

実施、望ましい整備基準の普及及び意見聴取の機会拡大 
・ 地域セミナーや出前講座等を通じた人材育成 
 
 
■成果指標 

指標 現状値 目標値 

高齢者人口に対する高齢者向け住まいの割合 
高齢者人口に対する高齢者向け住宅の割合 

2.3％ 

(H27) 

4% 

(H37) 

高齢者にやさしい住宅の整備 

高齢者の居住する住宅の一定のバリアフリー化率 

43％ 

(H25) 

75% 

(H37) 
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■目標３ 住宅の確保に特に配慮を要する者の居住の安定の確保 

低額所得者、被災者、高齢者、障害者、子育て世帯、外国人などが、それぞれの必

要性と特性に応じ、適切な住宅を確保できる居住環境を実現するための施策は以下の

とおりです。 

 

(1) 公営住宅の適切な管理と供給 

●計画的な公営住宅の建替や改善の推進 

・ 公営住宅の長寿命化計画に基づく公営住宅ストックの更新及び機能向上の実施 

・ 公営住宅の整備を効率的・効果的に行うための民間活力の導入手法（PPP／PFI）検

討及び推進 

・ 建替えが必要な公営住宅については、将来的な世帯減少等を考慮し、耐用年数の短

い木造住宅への建替えを含め検討 

 

●公営住宅の管理の適正化 

・ 既存の公営住宅のストックを有効に活用しながら、可能な限り多くの募集戸数を確

保 

・ 入居後に所得が上昇し入居者資格を満たさなくなった高額所得者については、退去

を求めるなど、適切な入居者管理を実施 

・ 県営住宅の入居者資格について、一定の条件を満たした単身者等の受け入れを必要

に応じて検討 

 

●県営住宅における良好なコミュニティの形成 

・ 団地の良好なコミュニティ形成に資する優秀な自治会活動を表彰する等、県営住宅

の自治会活動を支援 
 

●地域における活動の拠点としての公営住宅の活用 

・ 地域の居住環境や施設の立地状況等を踏まえ、多文化共生、子育て支援、まちづく

り等の活動拠点としても活用できるよう、公営住宅の共同施設を整備し、自治会活

動が円滑に行われるよう支援 

 

●公的賃貸住宅と連携した重層的なセーフティネットの構築 

・ 愛知県地域住宅協議会を通じて、県、市町村、都市再生機構、地方住宅供給公社等、

公的賃貸住宅の運営主体の連携強化を図り、地域の実情に応じた的確な公的賃貸住

宅を供給 

 

●公営住宅ストックを活用した福祉施設の整備 

・ 老朽化した公営住宅の建替に伴って生じた余剰地等について、福祉施設の整備への

活用策を十分に検討し、公営住宅団地への福祉施設の誘致を推進 
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・ 県営住宅の空き住戸については、グループホームとしての活用に加え、市町村が進

める地域の福祉拠点としての活用の場を提供 

 

(2) 民間賃貸住宅における入居円滑化の推進 

●居住支援協議会の活用による民間賃貸住宅への入居円滑化 

・ 「愛知県居住支援協議会」において、居住支援に関する情報を県内市町村及び関連

団体等で共有・協議し、住宅確保要配慮者及び民間賃貸住宅の賃貸人の双方に対し

必要な支援を実施 

 

●高齢者、子育て世帯等向け民間賃貸住宅の供給促進 

・ 高齢者世帯等であることを理由に入居を拒まない民間賃貸住宅と、その仲介事業者

及び居住支援団体を広く登録・紹介する「あんしん賃貸支援事業」制度の普及・促

進 

 

 

■成果指標 

指標 現状値 目標値 

公営住宅の適切な供給 
期間中の公営住宅募集戸数 

19,995 戸 

(H23～26 の累計)

算定中 

（H28～37 の累計）

愛知県あんしん賃貸支援事業の推進 
あんしん賃貸住宅登録数 

2,890 戸 

（H28.3） 

6,000 戸 

（H37） 
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「住まい」を未来へつなぐ 

 
■目標４ 世代をつないで使える良質な住まいの供給 

新たにつくる住宅について、長期間にわたり使用できる性能と品質を備えるなど、

良質な住宅ストックとして供給するための施策は以下のとおりです。 
 
(1) 資産として継承できる良質な住宅の供給 

●長期優良住宅認定制度の普及 
・ 長期にわたり住宅の使用が可能となる長期優良住宅認定制度の一層の普及・啓発 

 
●住宅の適正な維持管理に関する情報提供と意識啓発 
・ 「長期優良住宅維持保全マニュアル」等を活用し、住宅ストックの維持管理に関す

る意識啓発等を図るための取組を推進 
 
●建築規制の的確な運用による住宅・建築物の基本的性能の確保 
・ 「愛知県建築安全安心マネジメント計画」に基づく、建築確認検査の実効性の確保

や、指定確認検査機関等への指導・監督、違反建築物対策など、特定行政庁、建築

関係団体等と一致協力した啓発・指導・監督 
 
(2) 地域の住宅生産者の育成と地域材を活かした住まいづくり 

●地域の住宅生産者への支援と担い手の育成 

・ 地域の住宅供給の主要な担い手である中小住宅生産者による技術基盤の強化に向

けた取組を支援 
・ 地域木造住宅市場の活性化に資する木造住宅の供給体制の整備・普及推進等の取組

を支援 
 
●住宅建設における地域産材の利用促進 
・ 「あいち認証材」をはじめとした県産木材を活用した住宅建設に対する支援を推進  
・ 県営住宅建設における地域産材の積極的な利用の推進 
 
●地域の住宅関連事業者が連携した住まいづくりの支援 
・ 愛知ゆとりある住まい推進協議会や愛知県住宅関連産業協議会、愛知県建設団体協

議会の活動を通じて、多様な住宅関連事業者の連携と交流を促進し、地域の住宅関

連産業の持続的な発展に向けた取組を推進 
 
(3) 防犯性の高い住まい・まちづくり 

●防犯性の高い住まい・まちづくりの推進 
・ 「愛知県安全なまちづくり条例」に基づく防犯上の指針に適合し、防犯性能に優れ

た住まい・まちづくりを促進 
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・ 戸建て住宅やマンションなどの共同住宅における防犯性能向上を図るため、防犯住

宅認定制度や防犯優良マンション認定制度の普及・啓発等の取組を推進 
 

 

■成果指標 

指標 現状値 目標値 

新築住宅の質・性能の確保 
着工新設住宅戸数に対する長期優良住宅認定戸数の割合 

20.7％ 

(H27) 

30% 

(H37) 

住宅への犯罪に強い住まい・まちづくり 
住宅侵入盗被害の年間件数 

4,900 件 

（H27） 

3,500 件 

(H29) 
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■目標５ リフォームなどの推進による良質な住宅ストックの形成と流通促進 

既存住宅市場において、建替えやリフォームなどによる住宅の円滑な流通促進のた

めの施策は以下のとおりです。 
 
(1) リフォーム・リノベーションの推進 

●住まい手の判断材料となる的確な情報の提供 

・ 「愛知ゆとりある住まい推進協議会」による住情報冊子の発行、ホームページの活

用、住宅フェア等のイベントの開催及びリフォームコンクール等の表彰制度を通じ、

住まいに関する的確な情報を発信 

 

●住まいのリフォームの促進（再掲） 

・ バリアフリー改修促進税制、介護保険の住宅改修費、市町村における独自の補助制

度等を周知し、既存住宅のバリアフリー化を促進するための取組を推進 
・ 既存民間賃貸住宅における空き家を活用した住宅確保要配慮者向け住まいのバリ

アフリー改修補助事業への参画 
 

(2) 分譲マンションの適切な管理と再生の促進 

●分譲マンションの適切な維持管理の促進 

・ マンションの適切かつ健全な管理組合の運営を図るため、セミナーの開催や相談窓

口の設置等、居住者・所有者に対するマンション管理の意識啓発を推進 

・ マンション管理士等の専門家の活用強化に向けた支援やマンション管理組合への

情報提供 

 

●老朽化マンションの大規模修繕や建替えに関する支援 

・ 老朽化マンションの大規模修繕や建替えに向けて、マンション管理推進協議会等の

専門家によるアドバイスの実施等管理組合等への支援を促進 

・ 公的機関による増改築相談員やマンションリフォームマネージャー等と連携し、住

宅リフォームに関する住まい手への適切な情報発信や意識啓発、知識向上を図るた

めの取組を推進 

 

(3) 住まいが円滑に流通する環境の整備 

●円滑な既存住宅の流通に向けた支援 
・ 世帯の居住ニーズにあった住宅への住み替えが円滑に行えるよう、一般社団法人移

住・住みかえ支援機構による住み替え支援事業の普及啓発 
 
●住まい手が安心できる相談体制の充実（再掲） 
・ 愛知ゆとりある住まい推進協議会による住まい手サポーター制度の普及による相

談体制の充実 
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●既存住宅市場の活性化に向けた取組（再掲） 
・ 独立行政法人住宅金融支援機構をはじめとした金融機関との連携による、持家を所

有する高齢者が持家を手放すことなく収入を確保することができるリバースモー

ゲージ制度等の周知 
 
 
 
■成果指標 

指標 現状値 目標値 

リフォームの市場規模 

住宅リフォーム・紛争処理支援センターによるリフォーム

市場規模（都道府県別推計） 

約 3,700 億円/年 

（H17～26 平均） 

約 4,800 億円/年

（H37） 

分譲マンション管理分野の人材育成 
マンション管理セミナー・研修会の参加者数 

2,436 人 

(H23～27 の累計) 

8,000 人 

(H23～37の累計)

既存住宅の市場規模 

中部圏レインズ（公益社団法人中部圏不動産流通機構）に

よる中古マンション及び中古戸建て住宅の取引実績 

（法で指定流通機構の登録が義務付けられている専属専任

媒介契約・専任媒介契約のみ） 

約 1,150 億円/年 

（H27） 

約 1,420 億円/年

（H37） 
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■目標６ 地域を生かす空き家の利活用の推進 

地域を生かすため、それぞれの地域の特性に応じた空き家の有効活用や除却を推進

するための施策は以下のとおりです。 
 
(1) 地域の特性に応じた空き家の活用・除却 

●空き家の利活用の促進 
・ 市町村の空家等対策計画の指針となるガイドラインの策定とガイドラインの周知

及び計画策定の促進 
・ 県と市町村で空き家に関する課題等について情報を共有し、空き家バンクをはじめ

とした市町村における空き家活用に向けたシステム構築を支援 
・ 空き家の有効活用を促すための情報提供 
 
●住宅ストックを活用した住替え支援の促進 
・ 地域に存在する空き家等の住宅ストックが有効に活用されるよう、一般社団法人移

住・住みかえ支援機構による住み替え支援事業の普及促進 
・ 東三河山間地域への居住ニーズに対する愛知県交流居住センターによる三河山間

地域への UJI ターンの促進 

・ 市町村による定住促進住宅の供給、空き家情報の提供及び定住体験等を支援 

 

●周辺に深刻な影響を及ぼす空き家の除却促進 
・ 一定の条件を満たす空き家の除却支援制度等について検討 
 

 

■成果指標 

指標 現状値 目標値 

空家等対策計画を策定した市区町村の割合 

全市町村数に対する空家等対策計画を策定した市町村の割合 

5.6％ 

(H27) 

80％ 

(H37) 
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「あいち」の魅力を高める 

 
■目標７ あいちの強みを生かした豊かな住まい・まちづくり 

大都市圏でありながら自然豊かでゆとりある住環境を生かし、若年世帯や子育て世

帯が安心して暮らせるための施策は以下のとおりです。 
 
(1) ゆとりある住環境を生かした若年世帯を応援する住まい・まちづくり 

●三世代同居・近居が可能な住まいや子育て世帯等にとって魅力的な住まいの確保 
・ 若年世帯や子育て世帯がそれぞれの居住ニーズに応じて円滑に住み替えを行うこ

とができるよう、一般社団法人移住・住みかえ支援機構による住み替え支援事業の

普及促進 
・ 若年世帯や子育て世帯が住まいを選択する際の、市町村における相談窓口の周知や

建築士団体などによる中立的・専門的な相談活動の支援 
・ 三世代が同居もしくは近居を行う場合の、独立行政法人都市再生機構や独立行政法

人住宅金融支援機構による同居・近居等への取組みを周知 

・ 地域優良賃貸住宅における入居要件を緩和し、三世代同居・近居を促進 

 
●自然豊かでゆとりある住環境あいちの魅力発信 

・ 大都市圏にありながら自然豊かでゆとりある住環境があり、三世代同居・近居割合

が比較的高いあいちの住まい・まちづくりにおける魅力発信 

 
●子育て世帯等を対象とした公的賃貸住宅への入居支援 
・ 県営住宅の入居世帯が若年世帯から高齢者世帯まで多様な世帯によって構成され

るよう、多様な世帯の居住ニーズに対する型別住戸の供給や、子育て・新婚世帯な

ど良好なコミュニティの形成が期待できる世帯の優先入居を推進 

・ 子育て世帯が、収入等に応じて必要とする質の住まいを確保できるよう、公的賃貸

住宅等における子育て世帯向けの割引制度等を周知 

・ 団地や地域の子育て支援に関するニーズを踏まえ、「子育て支援に配慮した県営住

宅施設整備指針」に従って県営住宅内の集会所を整備 

 

●子育て世帯等向け民間賃貸住宅の供給促進 
・ 子育て世帯等であることを理由に入居を拒まない民間賃貸住宅と、その仲介事業者

及び居住支援団体を広く登録・紹介する「あんしん賃貸支援事業」制度の普及・促

進 
・ 一定の所得以下の子育て世帯を入居対象とした民間賃貸住宅の供給促進 
 
(2) 環境に配慮した持続可能な住まい・まちづくり 

●省エネルギー化と再生可能エネルギーの利用促進 
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・ 建築物省エネ法等に基づく住宅・建築物の省エネ措置の届出と指導を通じ、新たな

平成 28 年(2016 年)基準に適合した住宅・建築物の普及を促進 

・ 建築物省エネ法に基づく省エネ性能に優れた住宅・建築物の認定制度や省エネ性能

を表示する制度の普及による省エネ意識の啓発 
・ 自宅で発電した電気の効率的な利用を促し、住まいにおける創エネルギー・省エネ

ルギー・蓄エネルギー化をより一層進めるため、住宅用太陽光発電施設、HEMS（家

庭用エネルギー管理システム）、燃料電池、蓄電池、電気自動車等充給電設備とい

った、住宅用地球温暖化対策設備の導入促進 
・ 住宅用地球温暖化対策設備の導入等による省エネ改修とあわせて建物の耐震改修

を行うことで、費用や工期面でのメリットを周知し、減災と環境の相乗効果を促進  
・ 二酸化炭素の排出抑制に資する低炭素建築物の新築等計画の認定制度の普及啓発 
・ 都市の低炭素化の促進に関する法律に基づく「低炭素まちづくり計画」について、

市町村における計画作成を支援し、総合的かつ計画的な都市の低炭素化の取組を促

進 
 
●環境に配慮した住宅・建築物について意識啓発と整備促進 
・ 住宅・建築物分野における環境共生の取組を推進するため、「愛知県建築物環境配

慮制度（CASBEE あいち）」による愛知らしい環境に配慮した住宅・建築物の整備を

促進 

・ 「あいちエコ住宅ガイドライン」の普及、子どもの環境住宅学習支援など、県民の

住まいや住まい方に対する環境意識向上に向けた取組の実施 
 
●建築資材の循環利用の促進 
・ 建設リサイクル法に基づく建設資材の再資源化への取組みを推進 
・ 「愛知県リサイクル資材評価制度（あいくる）」を活用し、住宅・建築物における

リサイクル材の利用促進 
 
 
■成果指標 

指標 現状値 目標値 

子育て世帯への良質な住まいの供給 
子育て世帯の誘導居住面積水準以上の世帯の割合 

47.6％ 

(H25) 

55% 

(H37) 

環境に配慮した住宅・建築物の整備 
総合的な環境性能に配慮した住宅・建築物（S,A ランク）の建

築件数の累計 

687 件 

(～H27 の累計) 

1,400 件 

(～H37 の累計)
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■目標８ リニア開業を見据えた人を惹きつける住まい・まちづくり 

2027 年のリニア中央新幹線開業を見据えた、国内外から人を惹きつける魅力ある住

まい・まちづくりのための施策は以下のとおりです。 

 
(1) 良好な市街地整備の推進 

●人を惹きつける良好な市街地の整備 

・ 市街地再開発事業や優良建築物等整備事業などの手法を活用し、地区の公共施設整

備と一体となった機能更新を図る等、大都市圏や地方都市の地域特性に応じた住宅

の供給を誘導・支援 
・ 容積率緩和制度等を活用した地域振興に資する優良な市街地開発等を推進 
・ 重点供給地域において、地域特性に応じた住宅および住宅地の供給促進に向けた取

組を推進し、良好な住環境の形成を推進 
 
●地域課題に対応した住まい・まちづくりの推進 
・ 市町村住生活基本計画の策定・見直しを促進し、都市部、郊外部、中山間地域等、

地域特性に応じた住まい・まちづくりを推進 
・ 人口減少や高齢化が進む郊外の住宅団地に関して、現状を踏まえた今後の課題・方

向性や必要とされる施策等について検討 
 
(2) 地域が主体となって進めるまちづくり 

●住民主体のまちづくりの推進 
・ 住まい、まちづくり、景観に係るセミナーや講演会等の啓発事業の推進、まちづく

り活動拠点の整備支援等を通じ、住民主体のまちづくり活動を支援 
・ 住民主導による、建築協定などを活用した秩序ある土地利用の維持や身近な自然環

境保全等、良好な住環境に向けた取組を支援 
 
●環境に配慮した市街地の整備 

・ 街なみ環境整備事業の促進による景観に配慮した潤いのある街並み形成を支援 
 
●歴史的建造物を生かす等その地区に相応しいまちづくりへの支援 
・ 歴史まちづくりの取組による歴史と文化を生かした街並み環境整備を支援 
・ それぞれの地区の現状・資源を踏まえ、その地区にふさわしい規制・誘導を図る建

築規制を定めることにより地区単位のまちづくりを進める地区計画制度の活用を

支援 
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■成果指標 

指標 現状値 目標値 

良好な市街地への更新・整備 
市街地再開発事業や優良建築物等整備事業により市

街地の整備改善がなされる地区数 

1 地区 

（H26） 

11 地区 

（H27～32 の累計）

人を惹きつける住まい・まちづくりの推進 
愛知県への転入超過者数 

12,603 人 

（H2～22 の年平均）

５年間で 65,000

人の転入超 

（H27～31 の累計）
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第５章 計画の効果的な推進に向けて 

１．各主体の役割 

（１）県・市町村 

愛知県は、総合的な施策の実施主体として、本計画を着実に推進し、目標の実現を

図ります。 
また、本県は大都市圏から中山間地域まで様々な地域特性を有し、地域によって人

口の増減の差が著しいなど、それぞれの地域ごとで異なる課題を抱えていることから、

地域特性を踏まえた取組を推進していきます。 
さらに、本計画の将来像の実現に向けては、防災・減災、高齢者福祉、子育て支援、

環境・エネルギーなど、住生活の各分野にわたる総合的な取組が重要であり、これら

を担う関連部署・機関との密接な連携による取組を促進していきます。 
市町村は、地域の実情に最も精通した施策の主体として、本計画の基本的な方針や

目標を共有し、それぞれの地域の特性や実情に応じた具体的な取組を推進するなど、

計画の実現を図ります。 
さらに、広域的な災害等も踏まえて、隣接県との連携も推進します。 

 
（２）公的団体 

愛知県住宅供給公社をはじめとした公的団体は、専門性の高い分野に特化した公的

機関として、それぞれの専門領域において、県や市町村、関係団体等を結びつけ情報

共有を図るプラットフォームとしての役割を担っていきます。 
特に住まい・まちづくりに関連する愛知県の関係団体である、愛知県地域住宅協議

会、愛知県居住支援協議会、愛知ゆとりある住まい推進協議会、マンション管理推進

協議会、愛知県建築物地震対策推進協議会、愛知県建築安全安心マネジメント協議会

等については、本計画の施策に関し、積極的な取組を行うことで、連携と協働により

本計画の効果的な推進を図っていきます。 
 
（３）住宅関連事業者 

住宅関連事業者は、専門技術や知識を生かして住宅の整備や管理等の分野において

大きな役割を担っており、良質な住宅ストックの形成や既存住宅を含めた住宅流通市

場の整備・活性化に向けた適切なサービスの提供や情報発信などについて積極的な取

り組みを行うことで、連携と協働により本計画の効果的な推進を図っていきます。 
 
（４）県民・地域団体等 

地域の特性や実情に応じた住まい・まちづくりを推進していくためには、「地域のこ

とは地域で考える」ことが重要であり、地域に精通する住まい手である県民や自治会・

町内会などの地域団体、まちづくりＮＰＯ、中間支援組織など、多様な主体が密接に

関わりながら参画し、協働により取り組みを行うことができる環境整備を推進してい

きます。  
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２．計画推進のための横断的視点による取組 
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３．計画の継続的なモニタリング 

本計画は、基本的な方針「『安全・安心』に暮らす」「住まいを『未来』へつなぐ」「あ

いちの『魅力』を高める」に基づき住まい・まちづくりを推進する計画であり、長期

的な取組のもとで実現を図っていく必要があることから、計画期間として 10 年間を定

めています。 

しかし、今後の社会経済情勢の変化や施策・事業の効果に対する評価を踏まえ、概

ね５年後に見直しや所要の変更を行うものとします。なお、緊急に住宅政策を大幅に

変更する必要性が生じた場合には、適時、計画の見直しや所要の変更を行うものとし

ます。 

県民に対する説明責任を果たしつつ、本計画の実効性を高めるため、定期的かつ必

要に応じて、施策・事業の進捗状況などを把握するとともに、目標の達成状況を示す

成果指標などを用いて、施策・事業の効果について分析・評価を行います。 

また、将来像の実現に向けた住まい・まちづくりの課題について、更に対応が必要

なものや新たに対応が求められるものについては、引き続き検討を進めていくことと

します。 
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第６章 住宅の供給等及び住宅地の供給を重点的に図るべき地域 

１．基本的考え方 

県民の居住ニーズの多様化を考慮しつつ、それぞれの世帯が無理のない負担で良質

な住宅を確保できるよう、以下に示す類型ごとに、住宅の供給及び住宅地の供給を重

点的に図るべき地域（以下、「重点供給地域」という。）を設定します。 
重点供給地域では、立地適正化計画を策定する市町村の取組などとも連携し地域の

特性を踏まえた規制・誘導手法の活用、住宅及び住宅地の供給に関する事業の実施な

どの各種施策を重点的に実施します。 
 
○都心の地域や既成市街地 
・土地の有効・高度利用、既存の公共公益施設の有効活用、防災性の向上、職住近接

の実現などの観点から、建替やリフォームなどを推進するとともに、良質な住宅・

宅地ストックの流通や空き家の有効利用を促進します。 
 
○市街化区域内の低未利用地 
・地域の居住ニーズを踏まえつつ、周辺環境や安全性などの面で住宅地としての利用

に適するものについては、その有効・高度利用による住宅及び住宅地の供給を促進

します。 
 
○市街化区域内農地 
・市街地内の貴重な緑地資源であることを十分に認識し、生産緑地制度などとの整合

をとりながら、農地と住宅地が調和した計画的な利用を図ります。 
 
○郊外部の新市街地開発 
・自然環境の保全に配慮され、将来にわたって地域の資産となる豊かな居住環境を備

えた優良な市街地の形成が見込まれるものについて促進します。 
 
 
２．住宅の供給等及び住宅地の供給を重点的に図るべき地域 

※ 基本的考え方を踏襲した重点供給地域の一覧については調整中。 


